	日米安保を問う!!別冊
詳細解説

オスプレイの沖縄配備と

全国での低空飛行訓練
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	Ｑ１
	オスプレイとは何ですか？


■ヘリコプターとプロペラ機を合わせた航空機
　オスプレイは、アメリカ軍が開発した新型の垂直離着陸輸送機です。ヘリコプターとプロペラ機を合わせたような機体をしています。左右の翼の先に可動式のエンジンとプロペラがあり、離着陸時にはプロペラを上に向け、飛行時には前に向けます。ヘリコプターは垂直に離着陸できるために狭い場所でも使うことできますが、飛行機に比べると速度が遅く航続距離も短いという欠点があります。一方で飛行機は、離着陸に滑走路が必要です。オスプレイは、狭い場所でも離着陸できて、速度や航続距離は飛行機並みという、軍隊に使い勝手が良い航空機として開発されました。
　オスプレイには海兵隊が使用しているMV-22と、空軍が使用しているCV-22の2種類の機体があります。海兵隊は、現在使用しているCH-46ヘリコプターが老朽化しているため、MV-22への機種転換を進めています。すでに140機程度が納入され、将来的には360機が配備される予定です。また空軍では特殊部隊でCV-22を20数機使用しており、将来的には53機が配備される予定です。
●V-22オスプレイ
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	●ヘリコプターモード（垂直離着陸モード）

離着陸やホバリング（空中浮揚）の際には、ナセル（プロペラとエンジン部分）を上に向けた状態になります。

飛行機のような滑走を必要とせず、ヘリコプターのように垂直に離着陸します。
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	●転換モード
離陸後には、ナセルを前向きに傾けて水平飛行に移行します。

	[image: image4.jpg]



	●飛行機モード（固定翼機モード）

巡航飛行時には、ナセルを正面に向けます。プロペラ機と同じように、飛行することができます。


	Ｑ２
	日本にはどのような関係がありますか？


■沖縄・山口・静岡はじめ全国で飛行訓練
　沖縄県の宜野湾市には、アメリカ海兵隊の普天間基地があります。そこにはヘリコプターを運用する航空機部隊が配備されています。海兵隊はこのうちCH-46ヘリコプター2個中隊24機を、2012年と2013年にかけて、オスプレイ2個中隊24機に転換する計画です。第1陣の12機は2012年7月23日に山口県岩国市にある海兵隊岩国基地に船で搬入され、10月1日に普天間基地へ移動しました。
　これまでに日米政府が発表した資料によると、オスプレイは以下の訓練を行うようです。

①沖縄での訓練
普天間基地・伊江島訓練施設・北部訓練場・中部訓練場などで、これまでCH-46ヘリコプターが行っていた訓練を行う。
②山口県岩国基地・静岡県キャンプ富士
オスプレイの分遣隊2機から6機を、毎月1回2日から3日、岩国基地かキャンプ富士へ派遣する。また2週間程度の派遣や、日本本土の他の米軍基地への派遣が行われる場合もある。
③低空飛行訓練
分遣隊派遣の際に、日本各地にある6ルートで低空飛行訓練を行う。
　上記以外にも、日米政府は普天間基地の負担軽減のために、オスプレイの本土への訓練移転について協議を始めています。また普天間基地のヘリコプターは、海外出動に際しては長崎県のアメリカ海軍佐世保基地に配備された揚陸艦に搭載されて移動します。2012年4月、この揚陸艦が従来型のエセックスから、オスプレイ対応型のボノム・リシャールに変更されました。

【資料1】普天間基地に配備されているヘリコプター部隊

	部隊の種類
	ヘリコプターの種類
	部隊の数
	ヘリコプターの数

	中型ヘリコプター中隊
	CH-46ヘリ
	2個中隊
	24機

	大型ヘリコプター中隊
	CH-53ヘリ
	1個中隊
	5機

	軽・攻撃ヘリコプター中隊
	AH-1Sヘリ・UH-1ヘリ
	1個中隊
	9機
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	●海兵隊普天間基地

沖縄県宜野湾市の中心にあり、市面積の25%を占めています。基地のために交通は遮断され、公共施設の整備に支障をきたすなど、市の発展は大きく阻害されてきました。また多い日には1日に150回から300回の離発着訓練が行われます。2004年には隣接する沖縄国際大学に、ヘリコプターが墜落する事故も起きました。


	Ｑ３
	オスプレイは危険な航空機なのですか？


■7回の墜落事故で36人の犠牲者
　私たちがオスプレイの沖縄配備に反対している理由の一つに、「オスプレイは欠陥機なのではないか？」という疑問があります。アメリカ政府は「オスプレイは安全だ」と言っていますが、オスプレイは開発段階から現在までに、7回の墜落を含む8回の重大事故を起こしているのです。
　墜落事故のうち4回は試作段階で、30人の死者を出しています。しかしアメリカ政府はその後も開発を続け、機体の構造的な欠陥やソフトウェアの欠陥は改善されたとして部隊配備を始めました。空軍では2006年から、海兵隊では2007年から運用が開始されています。ところが部隊配備後も3回の墜落事故を起こして6人が死亡しています。
7回の事故で36人が犠牲となった航空機を、安全だと言うことができるのでしょうか。

【資料2】オスプレイ関連の墜落事故（防衛省発表の資料より作成）
①試作段階での事故

	発生日
	発生場所
	内容
	死者

	1991年  6月11日
	アメリカ
	試作機の初飛行。離陸時に制御不能となり地上に転覆。
2名が軽症。原因は飛行制御装置の配線ミス。
	0人

	1992年  7月20日
	アメリカ
	着陸時に右エンジンから出火、右ローター動力喪失で墜落。原因は右エンジンで潤滑油が漏洩し、エンジン熱で発火。
	7人

	2000年  4月 8日
	アメリカ
	パイロットが飛行制限を越えた降下率で操縦し墜落。原因はパイロットの操縦ミス。
	19人

	2000年12月11日
	アメリカ
	計器飛行進入中に高度1600ftで操縦不能となり墜落。原因は油圧系統、飛行制御コンピュータの不具合など複合的。
	4人


②部隊配備後の海兵隊での事故（MV-22）
	2007年11月 6日
	アメリカ
	ニューバリー基地周辺での飛行中にエンジンから出火し、ヘリパット（着陸帯）に着陸。エンジンとナセルの大部分が損傷。乗員は無事。原因はナセル部の油圧ラインの破損による油の漏出。
	0人


	2012年 4月11日
	モロッコ
	MV-22が離陸後にホバリングから低速飛行を始めたところで墜落。機体に機械的な不具合は無く、パイロットの操縦ミス。
	2人


③部隊配備後の空軍での事故（CV-22）
	2010年 4月 9日
	アフガニ
スタン
	CV-22がアフガニスタンで任務中に地上に衝突。原因は特定できず。
	4人

	2012年 6月13日
	アメリカ
	CV-22が南フロリダの訓練場で、転換モードで低高度を飛行中に墜落。5人が負傷。機体に機械的な不具合は無く、パイロットの操縦ミス。
	0人


	Ｑ４
	オスプレイの事故率は海兵隊平均よりも低いのではないですか？


■クラスA事故は少ないがBC事故は頻発

　防衛省は「オスプレイの事故率は海兵隊平均を上回る安全記録」であると強調しています。事故率とは、航空機の10万飛行時間当りの事故件数のことです。以下に、海兵隊での航空機の事故率をまとめてみました。この数字を見る限りでは、オスプレイの事故率は海兵隊平均よりも低いようです。
【資料3】海兵隊所属機の現在の事故率（防衛省発表の資料より作成）

	機種
	CH-46
	CH-53D
	CH-53E
	AV-8B
	MV-22
	海兵隊平均

	事故率
	1.11
	4.51
	2.35
	6.78
	1.93
	2.45


ところで、アメリカ軍は航空機の事故について、損害規模からクラスA・B・Cの3つに分類しています。分類の内容は次の通りです。
【資料4】アメリカ軍の航空機事故のクラス分類（防衛省発表の資料より作成）

	分類
	損害規模

	クラスA
	政府及び政府所有財産への被害総額が200万ドル以上、国防省所属航空機の損壊、あるいは、死亡又は全身不随に至る傷害もしくは職業に起因する病気等を引き起こした場合。

	クラスB
	政府及び政府所有財産への被害総額が50万ドル以上100万ドル未満、一件の事故の結果として、負傷又は職業上の疾病が恒久的な部分的障害をもたらす場合、又は3名以上が入院した場合。

	クラスC
	政府及び政府所有財産に対する被害総額が5万ドル以上50万ドル未満、あるいは、当日を除いて1日以上の欠勤をもたらす負傷又は疾病を引き起こした場合


実は防衛省が「オスプレイの事故率は海兵隊平均を上回る安全記録」という場合、その事故率はクラスAを抜き出したものです。アメリカ軍はクラスAだけではなく、クラスB・Cの事故数と事故率も発表しています。下の表はクラス毎の事故数と事故率です。この表を見ればクラスB・Cでは、オスプレイの事故率は他の機種よりも高いことがわかります。
【資料5】オスプレイのクラスごとの事故数・事故率・海兵隊の平均事故率（2001年10月～2012年7月）

（アメリカ軍と防衛省発表の資料より作成）
	クラス分類
	オスプレイの事故数
	オスプレイの事故率
	海兵隊の平均事故率

	クラスA
	　　　　4
	1.93
	2.45

	クラスB
	　　　　9
	2.85
	2.07

	クラスC
	27
	10.46
	4.58


　なおクラスAの事故率には、試作段階での4回の墜落事故は含まれていません。空軍が運用するCV-22の事故も除外されています。CV-22は、2005年10月から2012年6月までの約7年間に、少なくとも30件の事故を起こしていることが米空軍安全センターのまとめで分かっています。試作段階の事故と空軍の事故を合わせれば、オスプレイの事故率はさらに高くなるのです。
	Ｑ５
	日本政府は、クラスB・Cの事故は安全性の評価に適当ではないと言っていますが？　その１


■軽視できないBC事故

日米政府はクラスAの事故率が海兵隊全体よりも低いことを根拠に、「オスプレイは安全だ」と言ってきました。しかし、アメリカ政府がオスプレイのクラスB・Cの事故内容を公開しました。そのため、オスプレイを他の航空機に比べて事故率が低いとは言えなくなってしまいました。そこで日本政府は現在、次のように説明しています。
	熊谷貞俊君衆議院議員（国民の生活が第一）の質問主意書に対する政府の答弁書より（2012年9月11日）
米国防省は、航空機の十万飛行時間当たりのクラスAの飛行事故の件数を事故率として整理し、航空機の安全性を比較するデータとして広く利用していると承知しており、我が国政府としても、これをＭＶ二二の安全性に係る説明に用いてきたところである。
　他方、御指摘の「事故件数」のうちクラスB及びクラスCのものについては、整備作業中の負傷等、航空機の飛行に係る安全性と直接関係のないものが相当数含まれていると承知しており、政府としては、これをもってＭＶ二二の安全性を評価することは適当でないと考えている。


日本政府は海兵隊からの情報提供を元に、2007年から2011年までのクラスA・B・Cの事故30件の内容を発表しました。このうちB・Cの事故は28件です。そこには整備員の負傷や飛行中の乗員の事故など4件、整備中の機体損傷など4件、バードストライク1件、その他1件など、機体の安全性とは直接の関わりがないもの10件が含まれています。
他方で、エンジンの故障や出火事故など7件、離着陸時の事故10件、部品の落下1件も記載されています。飛行中にエンジンで故障や出火が起きれば、大事故につながりかねません。また離着陸時の事故も、基地が民有地に隣接している沖縄では民有地に被害が及ぶ恐れがあります。部品の落下もさらに重大です。
防衛省はクラスB・C事故について、「安全性を評価することは適当ではない」としていますが、これらの事故を軽視することは適当なのでしょうか。
	Ｑ６
	日本政府は、クラスB・Cの事故は安全性の評価に適当ではないと言っていますが？　その２


■認識不足の森本防衛大臣

　琉球新報は、オスプレイの事故に対する森本敏防衛大臣の次のような発言について報じました。

	　琉球新報などで報道されている２００万ドル以上の損害や死者が発生した「クラスＡ」の事故以外にも、クラスＢ、Ｃの事故も多発している実態について「部品が落ちたり、事故というよりか、むしろ故障を含めて事故としてカウントしている。われわれが気にしているのは重大な事故で、米国で言うクラスＡの事故だ」と強調した。（琉球新報2012年7月22日　「オスプレイ事故　防衛省、不十分なら追加要求」）


　2012年2月8日に神奈川県のアメリカ海軍厚木基地付近で、EA-6Bプラウラー電子戦機がエンジンカバーを脱落させました。カバーの一部は厚木街道を走る車にぶつかり、一部は相鉄線のそばに落ちました。一歩間違えれば大きな事故になりかねない事態でした。しかしアメリカ海軍からは事故に関する十分な説明はありませんでした。そもそも、アメリカが機体の安全性基準とした事故率は、アメリカ政府及び政府所有財産への被害総額と、アメリカ軍関係者の死傷を基に算出しており、事故が民間に与える影響は考慮されていません。
普天間基地の外側には、民間の住宅地が広がっています。航空機から部品が落下すれば、重大事故につながりかねません。しかし防衛大臣が自ら、部品の落下などは気にしないと表明しているのです。

　さらに根本的な問題ですが、オスプレイの事故率が海兵隊やアメリカ軍の平均より低いことが、オスプレイが安全だということにつながるのでしょうか。【資料6】は、1972年5月15日の本土復帰から2011年12月までの約40年間に、沖縄県内で起きた米軍航空機事故の件数です。事故件数は海兵隊だけではなくアメリカ軍全体のものですが、ヘリコプターをとってみても40年間の間に16件も墜落事故が起きているのです。これは2年半に1度の割合です。頻繁に重大事故を起こすアメリカ軍機・海兵隊機の中で、少しぐらい事故率が低いとしても、安全だと言う保証にはつながらないのです。

【資料6】沖縄県内での米軍機事故の件数（沖縄県発表の資料より作成）
	機種
	事故

総数
	うち

墜落
	うち

不時着
	うち

部品落下

	ヘリコプター
	98
	16
	62
	12

	飛行機（プロペラ・ジェット）
	424
	27
	31
	29


●厚木街道に落下した米軍機の破片
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	Ｑ７
	オスプレイの配備で騒音はどうなるのですか？


（１）離着陸時の騒音は増加、飛行時の騒音は減少というけれど
　アメリカ政府は、オスプレイをカリフォルニアの海兵隊基地に配備する際に、アセスメントを行いました。その報告書によれば、従来機のCH-46と比較すると、オスプレイは巡航時の騒音はやや小さく、離着陸時の騒音はやや大きいとしています。同様の報告は、アメリカ政府が作成して日本政府に提供した『MV-22の普天間飛行場配備及び日本での運用に関する環境レビュー最終版』（以降『環境レビュー』と略）にも掲載されています。また日本政府は沖縄県に対して2011年末、名護市辺野古での新基地建設に関するアセスメントの評価書を提出しました。この評価書の中には、オスプレイが飛行時に発生する低周波音について、一部の地域では心理的・生理的に影響を与える基準を上回ると記載されています。
　オスプレイは、離着陸時にはプロペラを上に向けたヘリコプターモードを使用し、巡航時にはプロペラを前に向けた飛行機モードになります。CH-46ヘリコプターは重さが約7700kgで、二つあるプロペラの直径はそれぞれ15.5mです。一方MV-22オスプレイは重さが16000kgで、二つあるプロペラの直径はそれぞれ11.6mです。MV-22オスプレイはCH-46ヘリコプターの約2倍の重さがありますが、プロペラの直径は3.9mも短いのです。そのため離着陸に、より大きな出力が必要となり、結果として騒音が増すのだと思われます。また飛行機モードでは、ヘリコプターよりも高い高度を早い速度で飛行するために騒音が軽減するのです。日米両国政府は、騒音問題や安全問題に関する周辺住民への配慮として、巡航飛行時には飛行機モードを使用すること、ヘリコプターモードの使用は基地内に限ることを約束しました。ところが配備直後から、オスプレイは那覇市も含めた市街地上空を、ヘリコプターモードで飛行しています。
普天間基地周辺の住民は、離陸・周回・着陸を繰り返す訓練の騒音に悩まされています。そのため離着陸時の騒音が増加するオスプレイの配備は、基地周辺住民にとっては純粋に負担の増加になります。さらに那覇市など市街地上空でのヘリコプターモードでの飛行は、騒音の拡大につながります。
　アメリカのアラバマ州では2011年1月、住民の苦情によって、空軍がオスプレイの訓練を中止した。アメリカ本土では訓練を行えない航空機が、なぜ日本では訓練を行えるのでしょうか。
（２）離着陸時には強い風圧と排気
　オスプレイが離着陸する際に、回転するプロペラが下方向に巻き起こす風圧やエンジンからの排気は、相当に強いようです。アメリカのニューヨーク市では2010年5月、展示飛行で飛来したオスプレイが会場の公園に着陸しょうとした際、風圧で周りの木を折り、10人が怪我する事故が起きました。
　また沖縄県が入手したアメリカ海軍のレポートは、離着陸時にエンジンの排気によって火災を引き起こす可能性があることを明らかにしています。レポートによると米軍は、離着陸に際して茂みを避けることなどで火災は回避できるとしているようです。
　オスプレイが配備される普天間基地の滑走路はアスファルトで覆われています。しかし、オスプレイが飛んでいく先の一つである北部訓練場は、森林地帯の中にあります。またヘリコプター着陸帯（ヘリパット）の周辺には民家もあります。オスプレイの離着陸で事故が発生する危険性があるのです。
	Ｑ８
	オートローテーションとは何のことですか？


（１）ヘリコプターのエンジンが止まったら

　飛行中に故障でエンジンが停止した場合、飛行機であればグライダーの様に滑空して着陸を試みます。一方でヘリコプターの場合は、機体が落下を始めると下からの風を受けてプロペラが回転し、その揚力で着陸の衝撃を弱めることができます。この機能をオートローテーションといいます。日本の航空法は、オートローテーションをヘリコプターに必要な条件としています。

	航空法施行規則　付属書第1　航空機及び装備品の安全性を確保するための強度、構造及び性能についての基準
回転翼航空機は、全発動機が不作動である状態で、自動回転飛行により安全に進入し及び着陸することができるものでなければならない。


注1．回転翼航空機…ヘリコプターのこと　　注2．自動回転飛行…オートローテーションのこと
（２）防衛省はあるというけれど

　オスプレイは、離着陸時にはプロペラを上に向けてヘリコプターの様に飛行します。ところがオスプレイには、オートローテーション機能が無いようです。琉球新報（2012年1月23日）はこの問題を、以下の様に報じました。
	米国防総省付属機関・国防分析研究所（IDA）で1992年から17年間、オスプレイの技術評価を担当した元主任分析官レックス・リボロ氏が米下院の公聴会で「オートローテーション機能の欠如」を「重要な問題点」と明らかにし、「飛行中にエンジンが停止した場合の緊急着陸機能が欠如している。人命軽視の軍用機だ」と証言した。


　オスプレイにはオートローテーション機能が無いという指摘に対して、防衛省は「ある」と反論しています。反論の内容を防衛省のパンフレットから、説明を要約してみました。
	①「オートローテーションを求められる場面はほとんど想定されず」

②「他方、MV-22はオートローテーションに係る機能自体は保持」

③「他の大型回転翼機同様、オートローテーションによる着陸時、機体を損傷する可能性があり実機での訓練に替えて高性能シミュレータを用いてオートローテーション訓練を実施」

④「MV-22は回転翼機と比較すれば降下率は高く機体損傷の可能性は排除されないものの、オートローテーション機能は有していることを確認」　　　　　　　　　　　　　　（注　波線は筆者）


　要約した防衛省の反論を、さらに分かりやすくすると次のようになります。

「オスプレイにはオートローテーション機能はある。しかしオートローテーションを使うと機体が損傷する可能性がある。そのため訓練では実際に飛ぶことはせず、シミュレータを使う」。

ところで、自衛隊の大型ヘリコプターは、オートローテーションの実機での訓練は行わないのでしょうか。防衛省は次のように説明しています。

	4.自衛隊機のオートローテーション

○いずれの回転翼機もオートローテーション可能
○実機を用いた一定の高度での訓練を実施
○一部のシングルエンジン機を除き、実機を用いた接地までの訓練は実施せず
－全備重量の大きい回転翼機は接地により機体を損傷する可能性が高い。
○自衛隊でも模擬訓練装置を活用


少し分かりにくい文書ですが、簡単に言うと以下のようになります。

	○プロペラが一つの小型ヘリコプター

上空でエンジンを停止し、オートローテーションで降下し、そのまま着地する訓練を行っている。

○プロペラが二つの大型ヘリコプター

　上空でエンジンを停止し、オートローテーションで降下するが、着地寸前にエンジンを再始動させ上昇する訓練を行っている。


　日本の航空法では、ヘリコプターはエンジンが停止した場合にオートローテーションで安全に着陸する性能を持っていることが義務付けられています。当然、自衛隊の大型ヘリコプターもオートローテーションで安全に着陸することができます。しかし訓練では万が一の事故に備えて、着陸寸前にエンジンを再始動させるのです。

　オスプレイがオートローテーションで安全に着陸することができるのなら、自衛隊の大型ヘリコプターのように、実機を使用して着陸寸前でエンジンを再始動させる訓練を行えばよいはずです。

それなのにオスプレイはなぜ、実機での訓練を行わずに、シミュレータのみで訓練を行うのでしょうか。それは、オスプレイはオートローテーションでの落下速度が速く、着陸寸前にエンジンを再始動させても、そのまま墜落する危険性が高いからではないでしょうか。つまりオスプレイは、オートローテーションと似た操作はできても、オートローテーションの要件である「安全に進入し及び着陸する」ことはできないのだと思われます。
（３）禅問答のような日米合意

　さらに2012年9月19日の『日米合同委員会議事録』には、次のようなやりとりが掲載されています。
	３．日本国政府代表は、MV-22のオートローテーションに係る能力に関して、次のとおり発言した。 

「日本国政府は、MV-22が、既存の場周経路からオートローテーションによって安全に普天間飛行場へ帰還する能力を有することを確認したい。」 

４．合衆国政府代表は、次のとおり回答した。 

「両エンジンの故障という、オートローテーションが必要となる極めて想定し難い事態において、パイロットは飛行場内に安全に帰還するためのあらゆる措置をとる。」


　このやりとりからは、アメリカ政府がオスプレイにオートローテーション機能があると明言したとは受け取れません。しかし日本政府はこの発言をもとに、オートローテーションがあると言い続けているのです。

	Ｑ９
	オスプレイの配備にあたって、日米政府はいろいろ約束しましたが？


日米両国政府は2012年9月19日、『日本国における新たな航空機（MV-22）に関する合同委員会への覚書』（以降『覚書』と略）という文書を承認しました。この覚書は、オスプレイの危険性を指摘する沖縄の人々に対して、日米政府が安全を保証するために作ったものです。『覚書』には、オスプレイの飛行や運用に関するいくつかの制限が書いてあります。ところが海兵隊は、この約束をまるで守っていません。覚書の内容と、実際に起きていることを比べてみましょう。
（１）飛行経路について

	合衆国政府は、周辺のコミュニティに及ぼす飛行運用による影響が最小限になるよう、米軍施設及び区域の上空及び周辺における飛行経路を設定する。

この目的のために、MV-22を飛行運用する際の進入及び出発経路は、できる限り学校や病院を含む人口密集地域上空をさけるように設定される。MV-22は、陸上あるいは水上を飛行するにも安全であるが、移動の際には、可能な限り水上を飛行する。


⇒普天間基地は住宅密集地の中にあり、滑走路の延長上には学校や病院があります。この約束はそもそも守ることができません。またオスプレイは那覇市新都心の上空で飛行が目撃されています。那覇市は普天間基地の南にあり、那覇市より南にはオスプレイが離着陸する場所はありません。基地間の移動などに必要なためではなく、訓練で新都心の上空を飛行していることは明らかです。キャンプ・シュワブに近い名護市の国立沖縄工業高等専門学校の周辺上空では、2機編隊の旋回訓練が行われました。さらに可能な限り海上を飛行するとしていながら、海岸線から数百メートル陸側にある国頭村役場の上空での飛行も確認されています。
（２）夜間飛行について

	22時から6時までの間、MV-22の飛行及び地上での活動は、運用上必要と考えられるものに制限される。夜間訓練飛行は、在日米軍に与えられた任務を達成し，又は飛行要員の練度を維持するために必要な最小限に制限される。部隊司令官は、できる限り早く夜間の飛行を終了させるよう最大限の努力を払う。合衆国政府は，シミュレーターの使用等により、MV-22の夜間飛行訓練が普天間飛行場の周辺コミュニティに与える影響を最小限にする。


⇒琉球新報や沖縄タイムスの調べによれば、オスプレイは10月下旬から、22時を超える時間帯での訓練を開始しました。11月6日22時28分には、普天間基地滑走路南側の上大謝名公民館で、10月1日の県内飛行以来最大となる99.3デシベルの騒音を記録したとのことです（沖縄タイムス・インターネット版11月8日「オスプレイ、夜間訓練で99デシベル」）。そもそもアメリカが作成した環境レビューによれば、CH-46ヘリコプターからMV-22オスプレイへの機種転換によって、飛行回数全体は減少するが、22時から7時までの夜間飛行は増大するとされています。
　普天間基地での夜間訓練については、1996年の日米合同委員会で、「2200~0600の間の飛行及び地上での活動は、米国の運用上の所要のために必要と考えられるものに制限される」という、今回と同内容の規制が合意されています。しかしその後も普天間基地では、夜間訓練の離発着が恒常的に行われました。「運用上必要」という一文がある限り、どのような合意を結んでも夜間訓練はなくならないでしょう。
（３）ヘリコプターモードについて
	MV-22は、通常、ほとんどの時間を固定翼モードで飛行する。運用上必要な場合を除き、MV-22は、通常、米軍の施設及び区域内においてのみ垂直離着陸モードで飛行し、転換モードで飛行する時間をできる限り限定する。


⇒オスプレイは離陸するときにはプロペラとエンジンを上に向ける「ヘリコプターモード」（垂直離着陸モード）を使用し、斜め前に傾ける「転換モード」を経て、前に向ける「飛行機モード」（固定翼モード）で巡航飛行に移ります。
　環境レビューによれば、垂直離着陸モードの使用は総飛行時間の5%以下、固定翼モードは95%以上としています。2012年4月11日のモロッコでの墜落事故が垂直離着陸モードで起きたこと、また垂直離着陸モードでは騒音が増加することなどから、日米政府は上記の様に、垂直離着陸モードの使用は基地や訓練場内に限定し、転換モードの時間を限定する約束を結びました。
　しかし実際には、民間地上空での固定翼モードや転換モードのままでの飛行が行われています。さらに、これらのモードで機体に消火用のバケツを吊り下げた状態で集落上空を飛行している姿も確認されています。

　このように、報道各社や飛行ルート下の自治体職員などによって、日米合意に違反した飛行が目撃されています。しかし日本政府・防衛省は、オスプレイによる合意違反はないとしているのです。
	Ｑ１０
	沖縄以外の地域では、どのような訓練が行われるのですか？


■山口・静岡への分遣隊派遣
　『環境レビュー』には、オスプレイ中隊の一部（2機から6機）を、毎月2日から3日の間、キャンプ富士または岩国基地に派遣すると書かれています。さらにこの短期展開の間に、全国6ルートでの低空飛行訓練を行うとしています。

　またキャンプ富士での訓練回数は年間500回程度の飛行で訓練の増加率は10%、岩国基地での訓練回数も年間500回程度の飛行で訓練増加率は0.8%としています。両基地での、現在の訓練実績とオスプレイ配備後の訓練予測は以下の通りです。

【資料7】キャンプ富士と岩国基地での訓練（『環境レビュー』より作成）
①キャンプ富士

	
	年間の訓練

	　　　　　　　　　
	現在
	提案

	米空軍
	285　
	285　

	航空自衛隊
	4,744　
	4,744　

	MV-22オスプレイ
	
	500　

	合計
	5,029　
	5,529　

	増加率
	10%　


②岩国基地

	
	年間の訓練

	　　　　　　　　　
	現在
	提案

	米海兵隊
	22,738　
	22,738　

	航空自衛隊
	28,682　
	28,682　

	米軍外来機
	7,815　
	7,815　

	民間機
	104　
	104　

	MV-22オスプレイ
	
	500　

	合計
	59,339　
	59,839　

	増加率
	10%　


さらに『環境レビュー』には、「時として、より長期にわたる展開や、機数の増加もあり得る。その他の日本本土の基地が派遣先として使用されることもある」と書いてあります。
　また森本敏防衛大臣（当時）は11月6日の記者会見で、「日米間では訓練移転という計画を進めようとして、現在話し合っているところです」と発言しました。この訓練移転は、1996年のSACO合意による海兵隊155ミリりゅう弾砲部隊の本土5か所の陸上自衛隊演習場への移転訓練や、在日米軍再編合意による空軍・海兵隊戦闘機部隊の航空自衛隊基地への移転訓練のような、日本側の費用負担による移転を想定しているようです。

	Ｑ１１
	低空飛行訓練とは何ですか？


■山間・谷間を高速で飛行

　軍用機が敵の軍事施設を攻撃するために敵地に侵入する時、障害物が無い高い高度であれば全速力で飛行することができます。しかし高い高度での飛行は、敵軍のレーダーに捕捉されて攻撃を受ける可能性があります。そこで軍用機は、レーダーに捉えられない低い高度を、障害物を避け、時には山間や谷間を縫って飛行して敵地を攻撃します。こうした飛行技量を身に着けるために行われるのが、低空飛行訓練です。
　日本各地ではしばしば、低空飛行が原因と思われるアメリカ軍機の墜落事故や、民間への被害が発生していました。そこで市民団体のRIMPEACE、脱軍備ネットワーク・キャッチピース、ピースデポなどが独自の調査を行い、低空飛行訓練の実態に迫って来ました。そうした調査によって、青森県三沢基地の空軍F-16戦闘機部隊、神奈川県厚木基地の海軍空母艦載機部隊、山口県岩国基地の海兵隊F/A-18戦闘攻撃機部隊とAV-8B攻撃機部隊などが低空飛行訓練を行っていること、低空飛行訓練のルートは全国に8ルートあるらしいことが判明しました。

こうした調査に基づき、野党の国会議員が国会での質疑や質問主意書を通して、政府に対して低空飛行訓練の内容を問いただしました。しかし政府は、アメリカ軍は日米安保に基づき日本の安全のために日本に駐留している、そのための訓練は当然であり訓練内容について日本に連絡する義務はない、日本政府もアメリカに情報を求める考えはない――と答弁してきました。
　ところが、これまでは秘密にされてきた低空飛行訓練について、アメリカは『環境レビュー』の中で、オスプレイが低空飛行訓練を行うことを記載したのです。その項目には低空飛行訓練ルートのうち、6ルートの航路と各ルートでの海兵隊機の使用実績も記載されました。
【資料8】①オスプレイの低空飛行訓練ルート（『環境レビュー』より作成）
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	①グリーン・ルート　青森～岩手～宮城～福島
②ピンク・ルート　　青森～秋田～山形　
③ブルー・ルート　　山形～福島～群馬～新潟～
長野～岐阜
④オレンジ・ルート　和歌山～徳島～高知～愛媛
⑤イエロー・ルート　大分～福岡～熊本～宮崎
⑥パープル・ルート　沖縄諸島～奄美群島～薩南諸島
＊上記6ルート以外に、アメリカ軍機は以下2ルート（北海道）で低空飛行訓練を行っていることが確認されています。

○北方ルート　　　　北海道
○ブラウン・ルート　兵庫～鳥取～岡山～島根～広島


②航法経路（低空飛行訓練）における現在の年間飛行時間と訓練回数の概算　（『環境レビュー』より作成）
（期間　2009年12月から2010年11月）
	航法経路
	飛行時間
	訓練回数の概算

	ブルー
	159
	238

	グリーン
	80
	132

	オレンジ
	169
	467

	ピンク
	49
	100

	イエロー
	111
	255

	パープル
	203
	343

	合計
	771
	1,535


（注）上記は第12海兵航空群に所属する航空機に関するもので、厚木基地に所属する海軍空母艦載機や三沢基地に所属する空軍機の訓練は含まれていません。
③提案されているオスプレイの航法経路（低空飛行訓練）時間の概要（『環境レビュー』より作成）
	機種
	任務
	年間の活動

	
	
	昼間(0700-1900）
	夕方(1900-2200)
	夜間(2200-0700)
	合計

	MV-22
	昼間
	99
	 0
	 0
	99

	
	HLL（高明度レベル）
	 0
	45
	 5
	50

	
	LLL（低明度レベル）
	 0
	45
	 5
	50

	合計
	99
	90
	10
	199


オスプレイの訓練は199時間で年間330回・（訓練増加率21％）。
④航法経路（低空飛行訓練）での騒音（『環境レビュー』より作成）
	機種
	任務
	高度

（フィート）
	スピード

（ノット）
	パワーセット
	騒音レベル

（デシベル）

	FA-18C/D
	低空飛行訓練
	500
	500
	92%NC
	119

	AV-8B
	低空飛行訓練
	500
	300
	95%RPM
	113

	KC-130
	低空飛行訓練
	500
	250
	850C　TIT
	 95

	MV-22
	昼間
	200
	120
	N/A
	101

	
	高照明レベル
	200
	250
	N/A
	 92

	
	低照明レベル
	500
	250
	N/A
	 97


	Ｑ１２
	低空飛行訓練にはどのような問題がありますか？


（１）墜落事故

　低空飛行訓練では、アメリカ軍機が山間部を高速で飛行します。そのため何度かの事故を起こしています。以下に低空飛行訓練中の墜落事故と接触事故を記載します。
【資料8】アメリカ軍機による低空飛行訓練での事故（新聞報道などから作成）
	発生年月日
	事故・被害の内容

	1988年8月
	岩手県川井村でF-16が山林に墜落。

	1994年10月
	高知県北部の早明浦ダムのダム湖に厚木基地のA-6攻撃機が墜落。

	1999年1月
	高知県沖に岩国基地のF/A-18戦闘攻撃機が墜落。

	1999年1月
	岩手県釜石市の山林に三沢基地のF-16戦闘機が墜落。


	1987年8月12日
	奈良県十津川村でEA-6Bが木材運搬用のワイヤを切断。

	1991年10月29日
	奈良県十津川村でAV-8Bが木材運搬用のワイヤを切断。


（２）民間への被害

　中国新聞は2001年8月19日の紙面に、「米軍機被害の賠償65件　本紙の請求で判明」という記事を掲載しました。記事によれば政府は中国新聞の情報公開請求に対して、『米軍機の飛行による被害状況及び賠償状況』という資料を公開したそうです。この資料によって、1987年から2001年7月末までの間に、米軍機の飛行による被害で賠償したケースが65件あったことが明らかになりました。資料は被害の原因が低空飛行であるとは特定していません。しかし被害の多くは、航空機の低空飛行による衝撃波が原因と推測されます。
【資料9】米軍が賠償した主なケース（中国新聞2001年8月19日）
	発生年月日
	機種
	場所
	被害状況

	1988年1月19日
	F-16
	岩手県和賀町など
	住宅窓ガラス28枚破損、破片で負傷

	1991年5月1日
	F-16
	岩手県宮古市
	住宅の窓ガラス196枚破損

	1992年2月27日
	F/A-18
	島根県旭町
	住宅等の窓ガラス７枚破損

	1992年10月27日
	F-16
	岩手県松尾村
	ブロイラー500羽が圧死

	1993年9月7日
	F/A-18
	江津市
	住宅の窓ガラス2枚破損

	1994年10月14日
	A-6E
	高知県大川村
	墜落、油流出し湖水汚濁

	1995年2月24日
	不明
	島根県弥栄村
	住宅等の窓ガラス2枚破損

	1995年3月20日
	不明
	島根県旭町
	温水器のガラス1枚破損

	1997年11月4日
	不明
	北海道浦河町など
	種馬14頭が負傷や流産

	1998年8月20日
	F/A-18
	島根県桜江町
	室内戸のガラス6枚破損

	1999年9月21日
	F/A-18
	島根県美都町
	車の窓ガラス破損

	2001年3月21日
	F/A-18
	島根県桜江町
	住宅等の窓ガラス19枚と外壁破損


　さらに民主党国会議員が防衛省に資料要請したところ、2001年度から2011年度までの間に、米軍機による被害が30件あったことが判明しました。この資料も、低空飛行に限定したものではありませんが、多くは低空飛行による衝撃波が原因と思われます。
【資料10】米軍が賠償した主なケース（防衛省資料）
	発生年月日
	機種
	場所
	被害状況

	2002年4月15日
	F-16
	青森県深浦町千畳敷海岸沖
	エンジントラブルで海上に墜落。漁網を損傷。

	2002年6月5日
	F-16
	北海道洞爺町
	馬が暴れて8頭が負傷。

	2002年6月24日
	F-16
	北海道平取町
	馬が暴れて1頭が負傷。

	2002年7月22日～
7月30日
	SH-60Bヘリ
	沖縄県久米島沖
	操業中の漁船に接近し、漁船は威嚇されたとして操業を中止。

	2002年9月15日
	EA-6B
	神奈川県藤沢市
	エンジン・アクセルパネルが落下し、住宅の車庫の屋根が破損。

	2003年2月13日
	F-16
	北海道江差町
	住宅の玄関戸ガラス1枚が破損。

	2003年6月13日
	不明
	広島県庄原市
	太陽熱利用温水機パネルガラス1枚が損傷。

	2004年3月10日
	不明
	島根県江津市
	中学校の窓ガラス1枚が破損。

	2004年6月30日
	不明
	広島県北広島町
	太陽熱利用温水機パネルガラス1枚が損傷。

	2004年9月13日
	CH-53D
	沖縄県宜野湾市
	飛行中に尾翼が脱落し、沖縄国際大学に墜落、大学と周辺住宅に被害。

	2004年12月6日
	FA-18C
	神奈川県藤沢市
	金属部品が工場の屋根に落下し破損。

	2005年7月30日
	UH-3H
	神奈川県藤沢市
	油圧系統の異常で緊急着陸、オイル漏れで岸壁を汚傷。

	2005年9月9日
	F-16
	北海道江差町
	引き戸のガラスを破損、幼児が全治1週間のケガ。

	2006年8月25日
	F-15
	沖縄県嘉手納基地
	パイロットのミスにより訓練用照明弾を発射し、施設の芝生を損傷。

	2007年4月23日
	FA-18
	群馬県沼田市
	蛍光灯カバー、住宅窓ガラスなどを破損。

	2007年6月8日
	不明
	熊本県菊池市
	牧場の牛が暴れて、2頭が負傷。

	2007年6月13日
	UH-1N
	神奈川県横浜市
	エンジントラブルで予防着陸したところ、機体からオイルが漏れて芝生を損傷。

	2007年9月27日
	不明
	熊本県菊池市
	牧場の牛が暴れて、1頭が負傷。

	2007年11月28日
	FA-18
	名古屋空港
	予防着陸により、滑走路の埋め込みライトが損傷。

	2008年7月8日
	不明
	青森県十和田市
	牛が1頭負傷。

	2009年1月27日
	不明
	群馬県みなかみ町
	住宅玄関冊子のガラス1枚を損傷。

	2009年1月30日
	不明
	群馬県前橋市
	住宅窓ガラス1枚損傷。

	2009年1月28日
	FA-18
	神奈川県綾瀬市
	住宅ガラス・窓枠・雨どい破損。

	2010年6月6日
	不明
	山口県防府市
	住宅の装飾品が外れて絵皿にあたり破壊。

	2010年6月9日
	ヘリ
	広島県廿日市市
	驚いた馬から、乗馬者が落馬して鎖骨骨折。

	2010年6月14日
	F-16
	秋田県大館市
	騒音に驚いた比内地鶏多数が圧死。

	2011年2月9日
	SH-60B
	神奈川県平塚市
	予防着陸した際、油漏れで芝生等を損傷。

	2011年3月2日
	不明
	岡山県津市
	米軍機が飛行後、土蔵が倒壊し母屋が被害。

	2011年3月22日
	CH-53
	岩手県宮古市
	離陸の際に鉄板を飛ばし近くの車を破損。

	2011年4月4日
	ヘリ
	鹿児島県志布志市
	ブロイラー数十羽が体調不良を起こして衰弱死。

	2011年2月8日
	EA-6B
	神奈川県大和市
	着陸の際に機体から外部パネルが落下し、車両を損傷。


（３）最低安全高度

　日本では航空法と航空法施行規則で、航空機の最低安全高度を定めています。

	航空法施行規則第174条
一　有視界飛行方式により飛行する航空機にあっては、飛行中動力装置のみが停止した場合に地上又は水上の人又は物件に危険を及ぼすことなく着陸できる高度及び次の高度のうちいずれか高いもの
イ　人又は家屋の密集している地域の上空にあっては、当該航空機を中心として水平距離600mの範囲内の最も高い障害物の上端から300mの高度
ロ　人又は家屋のない地域及び広い水面の上空にあっては地上又は水上の人又は物件から150m以上の距離を保って飛行することのできる高度
ハ　イ及びロに規定する地域以外の地域の上空にあっては、地表面又は水面から150m以上の高度


一方でアメリカ軍の低空飛行訓練は、最低安全高度以下で行われているという指摘があります。こうした指摘に対して、日本政府はおおむね以下の様に答えています。

	○アメリカ軍は、日米地位協定関する航空法の特例法により、航空法の一部や最低安全高度の適用が除外されている。
○しかしアメリカ軍は低空飛行訓練に際して、最低安全高度に関する法令を含め、日本の法律を尊重するとしている。
○アメリカ軍は1998年4月の低空飛行に関する記者発表文で、「在日米軍は、最低飛行高度に関する規則（人口密集地300m、その他の地域150m）等、日本の航空法令に自発的に従っている。」と述べている。


また1999年の日米合同委員会では、低空飛行訓練についての日米合意を発表しました。そこには以下のように書かれています。
	2.在日米軍は、国際民間航空機関（ICAO）や日本の航空法により規定される最低高度基準を用いており、低空飛行訓練を実施する際、同一の米軍飛行高度規制を現在適用している。


　このように日米政府は、低空飛行訓練は日本の法律の範囲内で行われていると主張してきました。それに対して、150m以下で飛行していることを示す明確な証拠は十分にはありませんでした。
ところが『環境レビュー』に、オスプレイの昼間の低空飛行高度は200フィート（約60m）で行うと記載されていたのです。（【資料8】－4を参照）

高度60mの飛行は、これまでの日米政府の言い分を覆すものです。
（４）目視による安全確認
　アメリカの軍用機も、通常はアメリカ軍や国土交通省の航空管制を受けて、計器飛行方式で飛行します。しかし低空飛行訓練では、パイロットは目視による有視界飛行方式で飛行するのです。RIMPEACEがアメリカの情報公開によって入手した資料には、以下のような記述があります。
	在日米海軍司令部通知3530「低空飛行ルート」
低空飛行ルートは第5空母航空団と第12海兵航空群が開発した訓練ルートで、日本に駐留している間に所属機が低空飛行訓練を行うためのものだ。これらのルートは運輸省(当時、訳注）航空局に認知されてもいないし（航空路誌などに）記載もされていない。したがってこれらの訓練ルートは民間機のパイロットに公式に知らせる手立てがないし、この低空飛行ルートを飛行する際の障害物・危険物についての情報を更新することもできない。「よく見て避ける」（See and Avoid）がこのルートを飛行する際に最も重要なことだ。


【資料8】に掲載した、奈良県十津川村でのEA-6Bによる木材運搬用ワイヤの切断などは、目視による低空飛行訓練の危険を示しています。航空法の定める最低安全高度ギリギリ、またはそれ以下での飛行の安全確認が、「よく見て避ける」で良いわけがありません。
（５）防災ヘリやドクターヘリとのニアミスの危険

　2012年7月19日に開かれた全国知事会で、『MV-22オスプレイの配備及び飛行訓練に関する緊急決議』が採択されました。決議は「関係する自治体や住民が懸念している安全性について未だ確認できていない現状においては、受け入れることはできない」としています。会議は山形県の吉村美栄子知事が「県の防災ヘリ飛行に整合性がとれるのか。情報不足だ」と発言しました。低空飛行訓練が防災ヘリやドクターヘリの運用に危険を及ぼすという意見は、高知や徳島県の知事からも出ています。
　高知県では1999年に米軍機の墜落事故が起きましたが、米軍側報告書の中に、救助に当たった県消防防災ヘリコプターの乗組員の聞きとりメモが含まれていました。その中に、以下のような文書がありました。山間部での救助にあたっている防災のプロたちが、こうした危険を認識しているのです。
	米軍のF18が四国山脈で低空飛行訓練を行うが、ときどき我々は、彼らが大変早い速度で我々から飛び去っていくのを目視することがある。大変気になるのだが、彼らの目に我々は映っているのだろうか。彼らは我々を目視確認しているのか、それとも通りすぎる直前に我々をみつけるだけなのだろうか。彼らは実際我々を見ているのだろうか。


　
	Ｑ１３
	オスプレイ配備を許すとどうなりますか？


（１）普天間基地の固定化が進む

　オスプレイが配備された普天間基地は、日米政府間では返還が合意されている基地です。1995年9月に、3人の海兵隊員による12歳の女子小学生への誘拐・性暴力事件が発生し、沖縄の反基地感情は保革を超えて大きくなりました。米軍基地の存在が脅かされることを危惧した日米政府は、「沖縄に関する特別行動委員会（SACO）」を設置して、基地負担軽減のための検討を行いました。SACOは1996年に最終報告を発表しましたが、その目玉の合意が普天間基地の返還だったのです。しかし普天間基地返還は、名護市辺野古での新基地建設が前提となっていました。辺野古での基地建設は県民の強い反対運動にあって、15年が経過しても何も進んでいません。
　そうした中で、普天間基地の使用の固定化が進もうとしています。アメリカ政府は2012年度から8年間かけて普天間基地の本格的な改修を計画し、総額200億円を日本に要求しました。返還が予定されている基地に、8年計画の補修工事が行われることは理解できません。また新基地の完成を待たずにオスプレイの配備を開始したことも、固定化する意思の表れかもしれません。
（２）東村高江でのヘリパット建設
　前述のSACO最終報告には、沖縄本島北部にある巨大な北部訓練場の約半分の返還も含まれていました。しかしこの返還も、返還する部分にあるヘリパット6か所を、残る部分に新たに建設することが条件でした。新しいヘリパットは、東村の高江という集落を取り囲むように建設が計画されています。まるで高江の住民を、標的にして訓練を行うかのようです。そのため、ここでも住民たちによって建設反対の闘いが長く続けられてきました。

　新しいヘリパットは、オスプレイの運用を前提とした従来よりも大きなものです。ヘリパットが完成しなければ、北部訓練場でのオスプレイの運用に支障をきたします。そのため沖縄防衛局は、工事を強行するために、様々な圧力を住民たちに加えているのです。
（３）被害の全国への拡大
　普天間基地のヘリコプター部隊と、岩国基地のヘリコプター部隊は、同じ第12海兵航空群の所属です。そのため普天間基地のヘリコプターが岩国基地に行くことは、これまでにしばしばありました。しかしCH-46ヘリコプターは航続距離が短いことから、岩国基地以外の本土のアメリカ軍基地に展開することはありませんでした。

　一方、オスプレイは航続距離が伸びたこともあり、岩国基地だけではなく、キャンプ富士を始めとした全国のアメリカ軍基地への展開と、全国6ルートでの低空飛行訓練を予定しています。これまで見てきたとおり、機体に欠陥があると思われるオスプレイが、ただでさえ危険な低空飛行訓練を行えば、事故が頻発することが想定されます。オスプレイの配備と運用の全国化は、事故被害の全国化につながるのです。
	Ｑ１４
	私たちは何をすればいいのでしょうか？


（１）オスプレイに反対するよう知事・議会に働きかけてください。
　米軍基地所在地の都道県が参加する渉外知事会の会議（会長・黒岩祐治・神奈川県知事）が、2012年11月27日に東京で開かれました。この会議ではオスプレイの配備に関して、安全性・事故原因・周辺住民への影響を関係自治体に説明し、意向を十分尊重するよう政府やアメリカ大使館に申し入れることを確認しました。黒岩知事らは翌日に防衛省を訪れ、「配備ありきの動きで、関係自治体や住民の懸念はふっしょくされていない、事故原因の究明、再発防止策の提示、関係自治体への十分な説明が果たされなければ受け入れられない」と伝えました。
また前述の通り、全国知事会も7月19日の会議で、『MV-22オスプレイの配備及び飛行訓練に関する緊急決議』を採択しています。

　アメリカ軍に関する問題で、全国の知事が一致して反対を表明するのは異例の事です。県民の生命や財産を守る義務のある知事たちは、オスプレイの全国展開に大きな関心を寄せています。この機会に、全国各地で都道府県知事や議会に対して、オスプレイ配備や低空飛行訓練に反対する陳情や要請を行うことが大変重要になってきます。皆さんの職場や地域でもぜひ、知事や議会への働きかけを進めてください。

（２）沖縄の声を聞く集会を開いてください。
　沖縄県では2012年9月9日、全県議会員と41市町村長が中心になって、オスプレイの配備に反対する県民大会が開かれました。会場になった宜野湾市の海浜公園には、10万1000人が集まりました。
またオスプレイの配備に際しては、市民と労働組合による座り込みの抗議が行われ、2日間にわたって普天間基地のゲートを実力閉鎖しました。沖縄では連日のように、普天間基地前での座り込みの他、沖縄平和運動センターや市民団体による様々な抗議行動が行われています。
オスプレイ配備に反対する沖縄の人々の行動は、沖縄県外の私たちが体験したことがない、想像を超えた新しいステージに入っています。こうした沖縄のとりくみを知るために、沖縄から講師を招いて学習会や集会を開催してください。また沖縄の仲間たちに対して、自分の職場や地域でもオスプレイ反対の行動を進めているというメッセージを送ってください。
市民の生命や生活の安全を守らず、アメリカに言われるままにオスプレイを配備する日本政府に対して、広範な世論を作ることで反対していきましょう。
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